
上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条に基づき、インターネット

上の当社ウェブサイトに掲載することにより株主の皆様に提供しております。
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連結注記表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１. 連結の範囲に関する事項

 連結子会社数　　　　６社

（会社名）

㈱アルペンリゾート

㈱エム・アイ・ゴルフ

㈱エス・エー・ピー

ジャパーナ（無錫）商貿有限公司

JAPANA（CAMBODIA）CO.,LTD.

JAPANA TECHNICAL CENTER（CAMBODIA）CO.,LTD.

前連結会計年度まで連結子会社でありました㈱ジャパーナは、2020年７月１日付で当社

を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

２. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、ジャパーナ（無錫）商貿有限公司、JAPANA（CAMBODIA）CO.,LTD.及び

JAPANA TECHNICAL CENTER（CAMBODIA）CO.,LTD.の決算日は12月31日であります。

連結計算書類作成に当たって、これらの会社については、３月31日現在で実施した仮決算

に基づく計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。

３. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

ａ. 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

ｂ. その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は総平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

総平均法による原価法を採用しております。

②デリバティブ

時価法を採用しております。

③たな卸資産

ａ. 商品、製品、仕掛品

主として移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用

し、一部、最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しており

ます。

ｂ. 原材料、貯蔵品

最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。
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建物及び構築物 10年～38年

機械装置及び運搬具 ４年～17年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、また在外連結子会社は定額法を採用しておりま

す。

ただし、当社及び国内連結子会社の1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除

く)及び2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物については定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

また、当社は定期借地契約に基づく借地権上の建物については耐用年数を借地期間、残

存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、上記に係る耐用年数は15年～20年であります。

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

②無形固定資産

定額法を採用しております。

自社利用分のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて

おります。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④長期前払費用

定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。

ａ. 一般債権

主として貸倒実績率法によっております。

ｂ. 貸倒懸念債権及び破産更生債権等

主として個別に回収可能性を勘案した回収不能見込額を計上しております。

②その他の引当金

当社及び連結子会社では以下の引当金を計上しております。

なお、連結貸借対照表上では流動負債の「引当金」又は固定負債の「引当金」としてま

とめて表示しております。

ａ. 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担分を計上

しております。

ｂ. ポイント引当金

ポイントカードにより顧客に付与されたポイントの利用による売上値引に備えるた

め、当連結会計年度末において将来利用されると見込まれる額を計上しております。

ｃ. 役員賞与引当金

役員賞与の支給に備えるため、当連結会計年度末における年間支給見込額に基づき

当連結会計年度において負担すべき額を計上しております。

ｄ. 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており
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（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

為替予約 外貨建営業債務

ます。

なお、2016年９月28日付で役員退職慰労金制度が廃止されたことにより、同日以降

新規の引当計上を停止しております。

ｅ. 転貸損失引当金

店舗転貸契約の残存期間に発生する損失に備えるため、支払義務のある賃料総額か

ら転貸による見込賃料収入総額を控除した金額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定方式によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理の方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年

数（10年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しております。

③小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外子会社の資産、負債及び収益ならびに費用は、在外連結子会社の仮決算日に

おける直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定に含めて計上しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている場合には振当処

理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

③ヘッジ方針

外貨建営業債務の為替リスクを回避する目的で為替予約を行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の

累計とを比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。

(7) のれんの償却方法及び償却期間

　　のれんの償却については、15年の均等償却を行っております。

(8) その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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表示方法の変更に関する注記

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号2020年３月31日）を当連

結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結注記表に会計上の見積りに関する注

記を記載しております。

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めておりました「未払法人税等」

及び「1年内返済予定の長期借入金」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独

立掲記しております。

（連結損益計算書)

前連結会計年度において、「特別損失」の「その他」に含めておりました「店舗閉鎖損失」

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。

会計上の見積りに関する注記

当社グループが行った、連結計算書類作成における重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判

断は、次のとおりであります。

(1)固定資産の減損

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形・無形固定資産合計：47,179百万円

　　　　うち店舗資産：30,421百万円

②会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当社は、減損の兆候を判定するに当たっては、原則として店舗資産単位を資産グループと

してグルーピングしており、連結会計年度の末日に店舗ごとに減損の兆候の有無を検討して

おります。減損の兆候が認められる店舗については、資産グループから得られる割引前将来

キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判

定し、減損損失の認識が必要とされた場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損

損失として計上しております。

減損損失の認識の要否の判定において使用される割引前将来キャッシュ・フローの見積り

は、取締役会にて承認された翌期の事業計画を基礎として、店舗ごとの固有の経済条件を主

要な仮定として織り込んで作成しておりますが、当該仮定は将来の不確実な経済条件の変動

などによって影響を受ける可能性があり、実際の営業実績が見積りと異なった場合には、減

損損失の計上に伴い、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性がありま

す。

また、新型コロナウイルスの収束時期等の仮定については、新型コロナウイルス感染症の

完全な収束は当面見込めず市場の停滞は続くものの、ワクチンの普及によって新規感染は

徐々に落ち着いていくという仮定に基づき、将来キャッシュ・フローの算定を実施しており

ます。

(2)たな卸資産の評価

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

商品及び製品:61,310百万円

②会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当社は、スポーツ小売事業の商品の評価について、正味売却価額が取得原価を下回る場合

には、取得原価を正味売却価額まで減額しております。加えて、滞留による収益性の低下の

事実を反映するために、直近の販売実績に照らして販売可能と判断される商品を除外した上

で、仕入年度から一定の期間を超える商品を滞留在庫として帳簿価額を切り下げておりま

す。

滞留による収益性の低下の判断においては、直近の販売実績や今後の需要予測に照らした
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１. 有形固定資産の減価償却累計額 68,851百万円

その他（賃貸用固定資産）の減価償却累計額 2,903百万円

建物及び構築物 412百万円

土地 3,292百万円

投資その他の資産

その他（賃貸用固定資産） 2,135百万円

（合計） 5,839百万円

支払手形及び買掛金 115百万円

長期借入金（１年内返済予定額を含む） 11,570百万円

（合計） 11,685百万円

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 29,300百万円

借入実行残高 －百万円

（差引額） 29,300百万円

販売可能性、及び滞留在庫の判定に用いた一定の期間を主要な仮定としていますが、当該仮

定は将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際の販売実

績が見積りと異なった場合、帳簿価額の切り下げに伴い、翌連結会計年度の連結計算書類に

重要な影響を与える可能性があります。

(3)繰延税企資産の回収可能性

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産:4,628百万円

②会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当社は将来減算一時差異等に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プラ

ンニングに基づき、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。課税所得の見積りは翌

期の事業計画を基礎としており、過去（3年）及び当連結会計年度の経営成績や納税状況等を

総合的に勘案し、企業会計基準適用指針第26号による企業分類を行い課税所得の見積可能期

間を決定し、繰延税金資産の回収可能額を算定しております。

繰延税金資産の回収可能性の検討においては、課税所得の発生見込に係る判断を主要な仮

定としていますが、当該仮定は将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可

能性があり、実際の営業実績が見積りと異なった場合には、評価性引当額の計上又は取崩に

伴い、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記

２. 投資その他の資産

３. 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産と、これに対応する債務は次のとおりであります。

ａ. 担保に供している資産

ｂ. 担保付債務

４. 当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約を締結しております。

当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入金未実行残高

等は次のとおりであります。
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場 所 用 途 種 類

滋 賀 県 長 浜 市 他 営 業 用 資 産 建物及び構築物等

５. 財務制限条項

㈱三井住友銀行をアレンジャーとするシンジケートローン契約による借入金残高7,500百

万円には財務制限条項が付されており、下記条項に違反した場合には、借入先からの通知に

より、一括返済することになっております。

各事業年度末日における単体の貸借対照表に記載される短期借入金、コマーシャルペーパ

ー、１年以内返済予定長期借入金、長期借入金及び社債(新株予約権付社債及び１年以内償

還予定分を含む)の残高の合計金額に、同貸借対照表の注記事項の偶発債務の項に記載され

る保証残高を加えた金額を、各事業年度末日における単体の損益計算書に記載される売上高

の70％に相当する金額以下に維持すること。

各事業年度末日における単体の損益計算書に記載される経常損益を２期連続して損失とし

ないこと。

連結損益計算書に関する注記

　　減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループにつき減損損失を計上い
たしました。
　　当連結会計年度（自　2020年７月１日　至　2021年６月30日）

当社グループは、減損の兆候を判定するに当たっては、原則として店舗資産単位を資産
グループとしてグルーピングしております。

当社グループは、当連結会計年度において、収益性の低下等により店舗資産等の帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（892百万円）として特別損失に計
上しました。その内訳は、営業用資産が建物及び構築物784百万円、その他107百万円であ
ります。

なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値又は正味売却価額により測定しており
ます。

回収可能価額を正味売却価額とする場合には、主として公示価格に基づいた時価を適用
し、また、使用価値により回収可能価額を測定する場合の将来キャッシュ・フローの割引
率は5.55％であります。
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株 式 の 種 類
当連結会計年度

期首株式数(株)

当連結会計年度

増加株式数(株)

当連結会計年度

減少株式数(株)

当連結会計年度

末株式数（株）

普通株式 40,488,000 － － 40,488,000

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期首株式数(株)

当連結会計年度

増加株式数(株)

当連結会計年度

減少株式数(株)

当連結会計年度

末株式数（株）

普通株式 1,300,957 84 1,260 1,299,781

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１ 株 当 た り
配当額（円）

基準日 効力発生日

2020年８月27日
取締役会

普通株式 783 20 2020年６月30日 2020年９月14日

2021年２月４日
取締役会

普通株式 783 20 2020年12月31日 2021年３月８日

決 議 株式の種類
配当の
原 資

配当金
の総額
(百万円)

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年８月25日
取締役会

普通株式
利 益
剰余金

979 25 2021年６月30日 2021年９月13日

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加84株は、単元未満株式の買取りによるものでありま

す。また、普通株式の自己株式の株式数の減少1,260株につきましては2020年12月10日開催の

取締役会決議に基づき、同12月29日に行った譲渡制限付株式としての自己株式処分によるもの

であります。

３. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

  金融商品に関する注記

１. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で保有し、銀行等金融機関か

らの借入により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。

有価証券及び投資有価証券は満期保有目的の債券、社債等の短期金融商品ならびに株式で

あり、四半期ごとに時価の把握を行っております。

また、差入保証金に係る取引先の信用リスクは、取引先与信管理規程に沿ってリスク低減

を図っております。

支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、設備投資に使用しております。なお、デ
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連 結 貸 借 対
照 表 計 上 額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1) 現金及び預金 56,948 56,948 －

(2) 受取手形及び売掛金 8,368 8,368 －

(3) 有価証券及び投資有価証券 1,055 1,054 △1

①満期保有目的の債券 600 598 △1

②その他有価証券 455 455 －

(4) 差入保証金 14,051 14,053 2

(5) 支払手形及び買掛金 (47,113) (47,113) －

(6) リース債務 （4,894) (4,962) 68

(7) 長期借入金(１年内返済予定額を含む) (21,600) (21,575) △24

リバティブ取引はデリバティブ取引管理規程に従って行うこととしております。

２. 金融商品の時価等に関する事項

2021年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には含ま

れておりません。

（注）１. 連結貸借対照表上、負債に計上されているものについては、（　　）で示しておりま

す。

２. (6) リース債務及び(7) 長期借入金には１年内の期限到来分を含めて記載しておりま

す。

３. 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格、債券等については、金融機関等から

の提示価額によっております。

(4) 差入保証金

差入保証金の時価については、契約期間及び契約更新等を勘案し、その将来キャッシ

ュ・フローを国債の利率により割り引いて算定する方法によっております。

(5) 支払手形及び買掛金

これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。
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１株当たり純資産額 2,776円53銭

１株当たり当期純利益 274円92銭

親会社株主に帰属する当期純利益 10,773百万円

普通株主に帰属しない金額 －百万円

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 10,773百万円

期中平均株式数 39,187千株

(6) リース債務

元利金の合計額を同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定

する方法によっております。

(7) 長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映していることか

ら、時価は帳簿価額と近似しているものと考えられるため、当該帳簿価額によっており

ます。固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の借入において想定される利率に

よって算定する方法によっております。

４. 非上場株式（連結貸借対照表計上額０百万円）は、市場価格がなく、時価を把握する

ことが極めて困難と認められることから、「(3) 有価証券及び投資有価証券」には含

めておりません。

５. 差入保証金のうち、市場価格がなく、入居から退去までの実質的な預託期間を算定す

ることが困難な部分（連結貸借対照表計上額3,899百万円）については、合理的なキ

ャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められることから、時価算定の対

象としておりません。

１株当たり情報に関する注記

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため記載

しておりません。

（注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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建物 10年～38年

構築物 10年～20年

機械及び装置 ４年～17年

個別注記表

重要な会計方針

１. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法を採用しております。

(2) 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

(3) その他有価証券

ａ. 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は総平均法により算定）を採用しております。

ｂ. 時価のないもの

総平均法による原価法を採用しております。

２. たな卸資産の評価基準及び評価方法

ａ. 商品、製品、仕掛品

移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）又は最終仕入原

価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

ｂ. 原材料、貯蔵品

最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

３. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）及び2016年４月１日以

降取得の建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

また、当社は定期借地契約に基づく借地権上の建物については耐用年数を借地期間、残

存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、上記に係る耐用年数は15年～20年であります。

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

いております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(4) 長期前払費用

定額法を採用しております。

４. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担分を計上しており

ます。

(3) ポイント引当金

ポイントカードにより顧客に付与されたポイントの利用による売上値引に備えるため、

当事業年度末において将来利用されると見込まれる額を計上しております。

(4) 役員賞与引当金

役員賞与の支給に備えるため、当事業年度末における年間支給見込額に基づき当事業年

度において負担すべき額を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

なお、2016年９月28日付で役員退職慰労金制度が廃止されたことにより、同日以降新規

の引当計上を停止しております。

(6) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定方式によっております。

なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10

年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(7) 転貸損失引当金

店舗転貸契約の残存期間に発生する損失に備えるため、支払義務のある賃料総額から転

貸による見込賃料収入総額を控除した金額を計上しております。

５. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理

の方法は、連結計算書類におけるこれらの方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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表示方法の変更に関する注記

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号2020年３月31日）を当事

業年度の年度末に係る計算書類から適用し、個別注記表に会計上の見積りに関する注記を記載

しております。

（貸借対照表）

前事業年度において、「流動負債」の「その他」に含めておりました「１年内返済予定の長

期借入金」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております。

（損益計算書)

前事業年度において、「特別損失」の「その他」に含めておりました「店舗閉鎖損失」は、

金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております。

会計上の見積りに関する注記

当社が行った、計算書類作成における重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断は、次のと

おりであります。

(1)固定資産の減損

①当事業年度の計算書類に計上した金額

有形・無形固定資産合計：42,315百万円

　　　　うち店舗資産：30,421百万円

②会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

連結注記表に注記している内容と同一であるため、記載を省略しております。
(2)たな卸資産の評価

①当事業年度の計算書類に計上した金額

商品及び製品:61,351百万円

②会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

連結注記表に注記している内容と同一であるため、記載を省略しております。

(3)繰延税企資産の回収可能性

①当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産:4,515百万円

②会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

連結注記表に注記している内容と同一であるため、記載を省略しております。
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１. 有形固定資産の減価償却累計額 66,931百万円

２. 投資その他の資産

その他（賃貸用固定資産）の減価償却累計額 2,903百万円

建物 412百万円

土地 3,292百万円

投資その他の資産

その他（賃貸用固定資産） 2,135百万円

（合計） 5,839百万円

買掛金 115百万円

長期借入金（１年内返済予定額を含む） 11,570百万円

（合計） 11,685百万円

短期金銭債権 90百万円

短期金銭債務 0百万円

長期金銭債権 1,620百万円

長期金銭債務 －百万円

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 29,300百万円

借入実行残高 －百万円

（差引額） 29,300百万円

貸借対照表に関する注記

３. 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産と、これに対応する債務は次のとおりであります。

ａ. 担保に供している資産

ｂ. 担保付債務

４. 関係会社項目

関係会社に対する金銭債権、債務には次のものがあります。

５. 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は

次のとおりであります。

６. 財務制限条項

㈱三井住友銀行をアレンジャーとするシンジケートローン契約による借入金残高7,500百

万円には財務制限条項が付されており、下記条項に違反した場合には、借入先からの通知に

より、一括返済することになっております。

各事業年度末日における単体の貸借対照表に記載される短期借入金、コマーシャルペーパ

ー、１年以内返済予定長期借入金、長期借入金及び社債(新株予約権付社債及び１年以内償

還予定分を含む)の残高の合計金額に、同貸借対照表の注記事項の偶発債務の項に記載され

る保証残高を加えた金額を、各事業年度末日における単体の損益計算書に記載される売上高

の70％に相当する金額以下に維持すること。

各事業年度末日における単体の損益計算書に記載される経常損益を２期連続して損失とし

ないこと。
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ａ. 売上高 9百万円

ｂ. 仕入高 634百万円

ｃ. その他の営業取引高 2百万円

ｄ. 営業取引以外の取引高（収入分）

ｅ. 営業取引以外の取引高（支出分）

42百万円

－百万円

場 所 用 途 種 類

滋 賀 県 長 浜 市 他 営 業 用 資 産 建物及び構築物等

株 式 の 種 類
当事業年度期首
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度増加
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度減少
株 式 数 （ 株 ）

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

普通株式 1,300,957 84 1,260 1,299,781

損益計算書に関する注記

１. ポイント引当金繰入額688百万円を売上高より減算しております。

２. 期末たな卸高は、収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、たな卸資産評価損△

163百万円が売上原価に含まれております。

３. 関係会社との取引に係るものが以下のとおり含まれております。

４. 減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループにつき減損損失を計上いたしました。

当社は、減損の兆候を判定するに当たっては、原則として店舗資産単位を資産グループと

してグルーピングしております。当社は、当事業年度において、収益性の低下等により店舗

資産等の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（892百万円）として

特別損失に計上しました。その内訳は、営業用資産が建物及び構築物784百万円、その他107

百万円であります。なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値又は正味売却価額によ

り測定しております。回収可能価額を正味売却価額とする場合には、主として公示価格に基

づいた時価を適用し、また、使用価値により回収可能価額を測定する場合の将来キャッシ

ュ・フローの割引率は5.55％であります。

株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加84株は、単元未満株式の買取りによるものであり

ます。また、普通株式の自己株式の株式数の減少1,260株につきましては2020年12月10日開

催の取締役会決議に基づき、同12月29日に行った譲渡制限付株式としての自己株式処分によ

るものであります。
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（繰延税金資産）

① 賞与引当金 100百万円

② 未払事業税等 349百万円

③ 貸倒引当金 152百万円

④ ポイント引当金 618百万円

⑤ 役員退職慰労引当金 192百万円

⑥ 転貸損失引当金 106百万円

⑦ 減価償却費 1,766百万円

⑧ 減損損失 4,554百万円

⑨ 資産除去債務 502百万円

⑩ その他 306百万円

（繰延税金資産小計） 8,650百万円

評価性引当額 △3,912百万円

（繰延税金資産合計） 4,737百万円

（繰延税金負債）

① 前払年金費用 △104百万円

② 資産除去債務に対応する除去費用 △63百万円

③ その他有価証券評価差額金 △54百万円

（繰延税金負債合計） △222百万円

繰延税金資産の純額 4,515百万円

（繰延税金資産）

・法定実効税率 30.60％

・調整

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.12％

住民税均等割 0.92％

評価性引当額の増減額 △1.10％

留保金課税 2.50％

抱合せ株式消滅差益 △10.57％

その他 0.39％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.87％

税効果会計に関する注記

（繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳）

（法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内

訳）
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取得価額相当額
(百万円)

減価償却累計額
相当額(百万円)

減損損失累計額
相当額(百万円)

期末残高相当額
(百万円)

建 物 17,466 13,865 2,367 1,233

１年内 577百万円

１年超 1,323百万円

（合計） 1,901百万円

(3) 長期リース資産減損勘定の残高 641百万円

支払リース料 523百万円

長期リース資産減損勘定の取崩額 265百万円

減価償却費相当額 503百万円

支払利息相当額 44百万円

減損損失 ５百万円

１株当たり純資産額 2,754円17銭

１株当たり当期純利益 424円19銭

当期純利益 16,622百万円

普通株主に帰属しない金額 －百万円

普通株式に係る当期純利益 16,622百万円

期中平均株式数 39,187千株

リースにより使用する固定資産に関する注記

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引（借

主側）

貸借対照表に計上した固定資産のほか、店舗設備等の一部については、所有権移転外ファイ

ナンス・リース契約により使用しております。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末

残高相当額

(2) 未経過リース料期末残高相当額

(4) 支払リース料、長期リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

(5) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(6) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。

１株当たり情報に関する注記

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため記載

しておりません。

（注）　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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